森林審議会の概要
	区　　　分
	内　　　　　　　　　　容

	審議会の名称
	鳥取県森林審議会

	審議会設置の根拠法令
	森林法（昭和２６年法律第２４９号）第６８条第１項

	審議会所在地
	鳥取県農林水産部森林・林業振興局内

	職名
	鳥取県森林審議会　委員

	委員に任命する理由
	森林法第７０条第２項の学識経験を有する者として適任であるため

	委員任期
	任命の日から２年間

	勤務回数
	年１～２回程度（１回２時間）

	審議事項
	森林法第６８条第２項（主な審議事項）

1 地域森林計画の案(森林法第６条第３項)

2 保安林の指定（森林法第２５条の２第３項）、解除（森林法第２６条の２第３項）

3 林地開発行為の許可(森林法第１０条の２第６項)

4 防除実施基準の策定又は変更(森林病害虫防除法第７条の３第３項)

	参考事項
	根拠・関係法令の概要は、別添のとおり


鳥取県森林審議会の根拠・関係法令の概要
森　林　法（昭和26年６月26日　法律第249号）・　抜粋　
第５章　都道府県森林審議会 
（設置及び所掌事務） 

第６８条 　都道府県に都道府県森林審議会を置く。 

２ 　都道府県森林審議会は、この法律又は他の法令の規定によりその権限に属させられた事項を処理するほか、この法律の施行に関する重要事項について都道府県知事の諮問に応じて答申する。 

３ 　都道府県森林審議会は、前項に規定する事項について、関係行政庁に建議することができる。 

（組　　織） 

第７０条 　都道府県森林審議会は、委員をもって組織する。 

２ 　委員は、第６８条第２項に規定する事項に関し学識経験を有する者のうちから、都道府県知事が任命する。 

３ 　委員の任期は、２年とし、補欠委員の任期は、前任者の残任期間とする。ただし、再任を妨げない。 

４ 　委員は、非常勤とする。 

（会　　長） 

第７１条 　都道府県森林審議会の会長は、前条第１項の委員が互選した者をもつて充てる。 

２ 　会長は、会務を総理し、審議会を代表する。 

３ 　会長に事故があるときは、第１項の委員が互選した者がその職務を代行する。

（地域森林計画の案の縦覧等） 

第６条 　都道府県知事は、地域森林計画をたて、又はこれを変更しようとするときは、あらかじめ、農林水産省令で定めるところにより、その旨を公告し、当該地域森林計画の案を当該公告の日からおおむね３０日間の期間を定めて公衆の縦覧に供しなければならない。 

２ 　前項の規定による公告があつたときは、当該地域森林計画の案に意見がある者は、同項の縦覧期間満了の日までに、当該都道府県知事に、理由を付した文書をもつて、意見を申し立てることができる。 

３ 　都道府県知事は、第１項の縦覧期間満了後、当該地域森林計画の案について、都道府県森林審議会及び関係市町村長の意見を聴かなければならない。この場合において、当該地域森林計画の案に係る森林計画区の区域内に第７条の２第１項の森林計画の対象となる国有林があるときは、都道府県知事は、併せて関係森林管理局長の意見を聴かなければならない。 

４ 　都道府県知事は、前項の規定により地域森林計画の案について都道府県森林審議会の意見を聴く場合には、第２項の規定により申立てがあつた意見の要旨を都道府県森林審議会に提出しなければならない。 

第５項～第６項　略 

（開発行為の許可） 

第１０条の２ 　地域森林計画の対象となつている民有林（第２５条又は第２５条の２の規定により指定された保安林並びに第４１条の規定により指定された保安施設地区の区域内及び海岸法 （昭和３１年法律第１０１号）第３条 の規定により指定された海岸保全区域内の森林を除く。）において開発行為（土石又は樹根の採掘、開墾その他の土地の形質を変更する行為で、森林の土地の自然的条件、その行為の態様等を勘案して政令で定める規模をこえるものをいう。以下同じ。）をしようとする者は、農林水産省令で定める手続に従い、都道府県知事の許可を受けなければならない。ただし、次の各号の一に該当する場合は、この限りでない。
第１号～第３号　略
第２項～第５項　略 

６ 　都道府県知事は、第１項の許可をしようとするときは、都道府県森林審議会及び関係市町村長の意見を聴かなければならない。 
　
第一節　保安林 
（指定） 

第２５条 　農林水産大臣は、次の各号（指定しようとする森林が民有林である場合にあつては、第１号から第３号まで）に掲げる目的を達成するため必要があるときは、森林（民有林にあつては、重要流域（２以上の都府県の区域にわたる流域その他の国土保全上又は国民経済上特に重要な流域で農林水産大臣が指定するものをいう。以下同じ。）内に存するものに限る。）を保安林として指定することができる。以下、略
第１号 ～第１１号 　略 

第２項～第４項　略
第２５条の２ 　都道府県知事は、前条第１項第１号から第３号までに掲げる目的を達成するため必要があるときは、重要流域以外の流域内に存する民有林を保安林として指定することができる。この場合には、同項ただし書及び同条第２項の規定を準用する。 

２ 　都道府県知事は、前条第１項第４号から第１１号までに掲げる目的を達成するため必要があるときは、民有林を保安林として指定することができる。以下、略
３ 　都道府県知事は、前２項の指定をしようとするときは、都道府県森林審議会に諮問することができる。 

第２６条の２ 　都道府県知事は、民有林である保安林（第二十五条第一項第一号から第三号までに掲げる目的を達成するため指定されたものにあつては、重要流域以外の流域内に存するものに限る。以下この条において同じ。）について、その指定の理由が消滅したときは、遅滞なくその部分につき保安林の指定を解除しなければならない。 
２ 　都道府県知事は、民有林である保安林について、公益上の理由により必要が生じたときは、その部分につき保安林の指定を解除することができる。 

３ 　前２項の規定により解除をしようとする場合には、第２５条の２第３項の規定を準用する。 

４ 　略
森　林　法　施　行　令（昭和26年政令276号）・　抜粋　
（都道府県森林審議会の部会） 

第７条 　都道府県知事は、必要があると認めるときは、都道府県森林審議会に部会を置き、その所掌事務を分掌させることができる。 

２ 　部会に部会長を置き、会長が指名する委員をもつて充てる。 

３ 　委員の所属部会は、会長が定める。 

４ 　都道府県森林審議会が特に定めた事項については、部会の決議をもつて総会の決議とすることができる。
森林病害虫等防除法((昭和25年３月31日　法律第53号)　・　抜粋　
（都道府県防除実施基準） 

第７条の３ 　都道府県知事は、前条第５項の規定による通知を受けた場合において、当該都道府県の区域内にある民有林（森林法第２条第３項 に規定する民有林をいう。以下同じ。）において薬剤による防除が自然環境及び生活環境の保全に適切な考慮を払いつつ安全かつ適正に行われることを確保するため必要があると認めるときは、防除実施基準に従つて、森林病害虫等の薬剤による防除の実施に関する基準（以下「都道府県防除実施基準」という。）を定め、又はこれを変更しなければならない。 

２ 　都道府県防除実施基準においては、防除実施基準に定める特別防除を行うことのできる森林に関する基準に適合する森林に関する事項、特別防除を行う森林の周囲の自然環境及び生活環境の保全に関する事項、特別防除により農業、漁業その他の事業に被害を及ぼさないようにするために必要な措置に関する事項その他森林病害虫等の薬剤による防除に関する事項を定めるものとする。 

３ 　都道府県知事は、都道府県防除実施基準を定め、又はこれを変更しようとするときは、都道府県森林審議会及び関係市町村長の意見を聴かなければならない。 
４　略
鳥取県行政組織規則（昭和39年３月30日　鳥取県規則第13号）・抜粋　
第４章　付属機関（付属機関の庶務担当機関）

第159条　鳥取県附属機関条例(平成25年鳥取県条例第53号)第2条第1項の規定により設置された附属機関の庶務担当機関は、次のとおりとする。
（省　略）

	付属機関
	庶務担当機関

	鳥取県森林審議会
	森林・林業振興局林政企画課


付属機関委員選任基準・抜粋　

３　基準の内容

（４）重複選任の制限

法令及び県の規程等に基づき充て職として選任する場合、又は次に掲げる場合に該当するもので人事企画課長との事前協議の結果やむを得ないものと認められた場合を除き、重複選任は行わないこととする。

　　ただし、次に掲げる場合に該当する場合であっても、３機関を超える重複選任は行わないこととする。

　　ア　具体的な理由等によりやむを得ず重複選任しなければならない必要性などが認められる場合

　　イ　有資格者の人数が少ないなど極めて特別な事情が認められる場合

　　ウ　非常設又はこれに類似する附属機関委員との重複選任の場合

